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効果的かつ効率的な渋滞対策立案には、ボトルネック交差点における真の需要交通量把握が不可欠である。従来、

需要交通量算出には、交差点実現交通量、渋滞長、および渋滞区間・非渋滞区間交通密度をもとに算出する手法が

利用されてきた。この手法は、渋滞長を正確に把握できることが前提となっているが、信号交差点が連続する市街

地道路では、交差点を越えて渋滞車列が断続するために渋滞長の正確な把握が困難であるという実務上の課題があ

った。一方、近年、交通渋滞の評価データとして、広域的に継続して、道路の区間毎の旅行速度把握が可能な民間

プローブデータが活用されるようになっている。 

本論文は、この課題に対応するために交差点交通量と旅行速度を組み合わせた需要交通量推計手法の構築を試み

たものである。さらに、従来の渋滞長を用いた手法と本手法を摘要した場合の需要交通量算出値の差異について考

察を加えたものである。 
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1. はじめに 
 

(1) 需要交通量と従来の算出方法について 

 交通渋滞は、交差点の処理能力を上回る交通量が流入

してくることにより発生している。渋滞対策立案には、

ボトルネック交差点に流入している処理能力を上回る交

通量、すなわち需要交通量を把握する必要がある。 

 一方、ボトルネック交差点において観測される交通量

は、交差点流入部の処理能力、すなわち交通容量を上限

とする範囲にある。そのために、渋滞対策の検討に用い

る需要交通量は、交通容量を超えて渋滞列として観測さ

れる超過交通需要を加えて評価する必要がある。 
 これまで、実務における需要交通量の算出においては、

交差点実現交通量と渋滞長をもとに需要交通量を算出す

る「交通渋滞ボトルネック対策マニュアル（案）」1)

（平成 5 年 3 月 財団法人国土技術センター）の手法(以

下、渋滞長手法)が利用されてきた。 

 これは、需要交通量を、「渋滞の影響が無い地点を通



過する交通量」と見なして、交通容量を超える交通量が

渋滞列となると想定して導出された式である。 

ii QQq 0  

  Δq ＝ qi － qi-1 
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ここに、Qi (台/h)：時刻 iにおける需要交通量 

     Q0i(台/h)：時刻 i における実現交通量(交差

点通過交通量) 

    iq (台/h)：超過交通需要(渋滞長から求めら

れる交通量) 

 qi(台)：時刻 i において渋滞区間に存在

する交通量 

L (km)：時刻 i-1 から i までに生じる渋

滞長の伸び 

t (h)：時刻 i-1から iまでの経過時間 

   cK  (台/km)：渋滞区間の交通密度 

実務では 106 台/km に設定：

関東地整 130 箇所の調査結果、

車頭間隔 9.4mより設定 

    fK (台/km)：非渋滞区間の交通密度 

      実務では 33 台/km に設定：

平均車頭間隔 30mと仮定した

ときの値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図- 1 渋滞長調査に基づく需要交通量の算出イメージ 

 
(2) 実務摘要上の課題 

 実務で渋滞対策を検討する需要交通量を渋滞長手法で

算出する場合、以下の課題がある。 

①渋滞長把握が困難：信号交差点が連続する市街地

内の幹線道路においては、交差点を越えて渋滞

車列が断続するために渋滞長を正確に把握する

ことが困難である。 
②渋滞区間と非渋滞区間の区分が困難：複数の交差

点にまたがる渋滞列では、交差点間で渋滞区間

と非渋滞区間が混在、渋滞区間と非渋滞区間に

分けて交通密度を適用することが困難。 
③交通密度の妥当性：渋滞区間の交通密度は関東地

整の値、また非渋滞区間の交通密度は仮定の値

であり、地域毎の実態を反映したものではない。 

 特に、実務上は、都市部における交通渋滞は複数

の交差点にまたがることが一般的なため、上記①の

ために渋滞長調査結果をもとに算出される超過需要

交通量が、渋滞している現地の実感と乖離している

ことが多くその解消が求められている。 
 
(3) 本研究の目的 

 従来の需要交通量算出手法である渋滞長手法は、もっ

ぱら、渋滞状況を渋滞長調査により把握していた時点に

おいて導入されたものである。一方、近年の IT 技術の

普及により、民間プローブデータをもとに旅行速度を分

析することで、継続的な渋滞状況の把握が可能となって

いる。民間プローブデータでは、DRM リンク毎の旅行

速度を 15分間隔で入手することができる。 

 本稿は、この新たに活用可能となった民間プローブデ

ータで計測される旅行速度に着目して、前述の課題を解

消可能な新たな需要交通量の推計手法の構築を試みたも

のである。 

 
2. 新たな需要交通量算出手法の検討 

 

(1) 需要交通量算出手法に求められる要件 

 需要交通量を精度良く推計することは、交差点を通過

出来ない超過需要交通量(⊿q)の推計精度を高めること

と同義である。 

 ここで、交差点を通過できない超過需要交通量は、交

差点流入部における一定区間に存在する交通量の一定時

間経過前後の変動量(差分)として評価可能である(図- 1)。

ある時刻において一定区間に存在する交通量は、断面交

通量(Q)と交通密度(k)、および旅行速度(v)の関係式 (Q=k･

v )により推計可能であることに着目して,、民間プロー

ブデータで計測される旅行速度データを活用した超過需

要交通量の推計手法を検討する。 

 

(2) 旅行速度データと交通量データを利用した需要交

通量推計方法 

 ボトルネック交差点とその渋滞影響区間を対象として、

以下の仮定のもと、旅行速度データと交通量データを利

(1a)

(1c)



(1b)



用して需要交通量を推計する手法(以下、旅行速度手法)

を提案する。 

 

想定条件 

○ 着目するボトルネック交差点の渋滞影響区間の最

上流には、常に需要交通量が流入できるものと仮

定する。 
○ 通常(非渋滞)時には、ボトルネック交差点における

通過交通量は渋滞影響区間最上流の流入交通量(需
要交通量)と同一量と仮定する。なお、現時点では

中間にある交差点における流入・流出交通量の影

響は考慮しない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 2 一定区間における交通量の変動に着目した超過

交通需要算出の考え方 

 

 需要交通量推計手法を以下のように設定した。 
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ここに、Qi (台/h)：時刻 iにおける需要交通量 

      Q0i(台/h)：時刻 iにおける実現交通量(交差点

通過交通量) 

iq (台/h)：時刻 iにおける超過交通需要(ボト

ルネックを通過出来ない交通量) 

 qi(台)：時刻 i において渋滞影響区間に

存在する交通量 

  Kji (台/km)：時刻 iにおけるボトルネック影響

区間内にある DRM リンク j の交

通密度 

        Vji (km/h)：時刻 iにおけるボトルネック影響

区間内にある DRM リンク j の旅

行速度 

    Lj  (km)：DRMリンク jのLINK長 
 

 なお、厳密には区間毎の交通密度は、渋滞の影響以外

にも交通量の変化にともない変動し、この推計手法では

その影響も渋滞による影響に含まれることになる。需要

交通量の算出の目的が、渋滞が発生する時間帯における

交通流動を対象としていること、すなわち、飽和状態に

おける交通密度を想定していることから、交通量の変化

にともない交通密度変動の影響については無視できると

考えた。 

 

3. 旅行速度手法と渋滞長手法による需要交通量

推計結果の比較 
 

(1) 需要交通量算出手法による結果の比較方法 

 ここでは、旅行速度および交通量データを利用した需

要交通量推計手法と、従来の渋滞長を利用した需要交通

量推計手法が結果に与える影響を比較分析する。比較に

は、同一条件で計測した渋滞長、および旅行速度を用い

ることが望まれる。ここで、従来手法で用いる渋滞長は

１日の測定結果である。一方、今回の需要交通量推計手

法の旅行速度データとしての利用を想定している民間プ

ローブデータは、１日のデータでは欠損がある時刻、区

間があるため、一定期間のデータを平均した旅行速度を

用いることになる。そのため、同一条件下の比較となら

ない。 

 そこで、今回の比較では、交通実態調査で計測してい

る滞留長と、滞留区間通過時間から算出した旅行速度を

用いることとする。この旅行速度と計測交通量から算出

した需要交通量と、計測滞留長を渋滞長と見なして算出

した需要交通量を比較することにより、同一条件下にお

ける需要交通量推計手法の違いによる需要交通量算出結

果への影響を特徴を明らかにする。 

 

(2) 分析データ 

 分析データとして、信号交差点間隔が長いことから長

区間の渋滞が計測できた平成 24年 1月平日 計測の一般

国道の交差点A(仮称)の交通渋滞とした(図- 3)。 
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図- 3 交差点Aの渋滞長・滞留長の実測値 

 

 分析対象区間は、一部時間帯で隣接する交差点 B を

越えて渋滞がつながっているが、今回の比較では滞留区

間の通過時間が観測できている交差点 A～交差点 B を

対象とした。分析データは、以下のように適用した。 

○ 交通量調査、渋滞調査の計測が 10 分間隔のた

め、利用データは 10分値を用いる。 
○  10分間間隔の交通量は、当該 10分における信

号青時間の割合で大きく変動する。その影響

を低減するために、前後時間帯を加えた加重

移動平均値を用いる。 
○ 非渋滞区間の旅行区速度は計測していない。そ

こで、当該区間の民間プローブデータを分析

した結果をもとに、交通量が比較的多い時間

帯における自由流速度として、概ね昼間の最

高速度 となるV=30km/hを採用した。 
 

(3) 両手法を用いた超過需要交通量算出結果の比較 

 図- 4に、交差点 A を起点とした滞留長の計測結果と、

両手法を用いた超過需要交通量算出結果を示す。 

 旅行速度手法と渋滞長手法を用いた超過需要交通量算

出結果は、全般的には一致している傾向にあるが、部分

的には以下のような相違点も見られる。 

① 旅行速度手法では、渋滞し始める時間帯の超過

需要交通量の値が大きく、需要交通量の最大

値が大きくなる傾向にある 
② 一方で、渋滞長が伸びた後の値が小さいが需要

交通量の最大値には影響が無い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図- 4 両手法を用いた超過需要交通量算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 5 旅行速度手法による需要交通量算出結果 

 

(4) 両手法で生じる差の考察と渋滞時間手法の適用性

の考察 

 この両手法の差異については、滞留長と滞留区間通過

時間の観測精度の影響に加え、旅行速度手法では、超過

需要交通量算出に用いる渋滞区間の交通密度を実態にあ

わせて変化させていることが要因となっていると考えら

れる。図- 6に旅行速度手法で利用した渋滞区間と非渋滞

区間における交通密度を整理した結果を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図- 6 時間帯別の滞留長と渋滞区間および非渋滞区

間交通密度 
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この結果より、以下のことがいえる。 

○ 交差点交通量と旅行速度から算出した渋滞区間

の交通密度(k)は、時刻によって大きく変動。 
○ ①旅行速度手法で超過需要交通量が大きくなる

時間帯では、渋滞区間の交通密度が増加傾向

にあり、②旅行速度手法で超過需要交通量が

少なく時間帯では、渋滞区間の交通密度が減

少している。 
○ これより、両手法を用いた超過需要交通量算出

結果の差は、渋滞区間の交通密度変動の影響

が大きいと考えられる。 
 そのため、渋滞区間における交通密度を実態に合わせ

て変化させる旅行速度をもとにした超過需要交通量の算

出は、渋滞長手法から算出した需要交通量と同等以上の

予測精度が確保できていると評価できる。事項で、渋滞

区間における交通密度変化の要因を考察する。 

 
(5) 渋滞時における交差点通過部平均車頭時間間隔 

 渋滞区間における交通密度の変動が、需要交通量算出

結果に影響する。この交通密度の変動要因について、交

通密度と概ね反比例する交差点通過部の車頭時間間隔

(交通量/青時間)に着目して分析する。図- 7に交差点通過

部におけるの車頭時間間隔と、交通量との関係を分析し

た。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図- 7 時間帯別交通量と交差点通過車頭時間間隔 

 
 これより、午前に比べ、午後の渋滞時間帯のほうが、

車頭時間間隔が大きくなっている、すなわち、交通密度

が低下している傾向がわかる。特に、渋滞が伸びる時間

帯における車頭時間間隔の変化から、午前、午後の追従

特性の違いとして以下の傾向がわかる。 

① 午前は、渋滞時間帯に車頭時間間隔が減少(追
従意識が顕著) 

② 午後は、渋滞時に車頭時間間隔が増加(追従意

識低下状況) 

これは、午前と午後におけるドライバーの追従意識が反

映されたものと考えられる。図- 8に午前と午後における

ドライバーの追従意識が異なると仮定して、渋滞区間の

k-v 関係を午前、午後別に分析した。このグラフからは、

午前と午後で k-v 関係も異なっており、午前の方が同一

速度における交通密度が高い状況がうかがえる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図- 8 午前と午後における渋滞区間の k-v関係 

 
 前述したように、旅行速度手法では、このようなドラ

イバーの運転特性を加味した渋滞区間における交通密度

の変化を反映した需要交通量推計手法となっていること

から、現行の渋滞長手法に比べ同等以上の予測精度が確

保できていると評価できる。 

 
4. 民間プローブデータを用いた需要交通量推計

手法の提案 
 

 前章の分析結果を踏まえて、民間プローブデータの活

用した旅行速度を用いた需要交通量推計手法を提案する。 

表- 1に提案する手法とデータ設定手法を、渋滞長手法と

あわせて整理した。 

 

5. おわりに 
 本稿は、新たに活用可能になった民間プローブデータ

で計測された旅行速度に着目して、新たな需要交通量の

推計手法の提案を試みた。新たに提案した旅行速度手法

と従来の渋滞長手法を用いた超過需要交通量算出結果を

比較することにより、旅行速度手法の特徴として以下を

明らかにした。 

○ 旅行速度手法と、渋滞長手法の算出結果では全

般的には一致している傾向にある。 
○ ただし、旅行速度手法では渋滞し始める時間帯

の値が大きい、すなわち、渋滞長手法に比べ

需要交通量が大きく評価される。 
○ これは、ドライバーの運転特性を加味した渋滞

区間における交通密度の変化が反映されてい
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ることに起因する。 
○ また、交差点が連続する都市部でも精度の高く

計測されている民間プローブデータ旅行速度

を利用することから、現行の渋滞長手法に比

べ同等以上の予測精度が確保できていると評

価できる。 
 

表- 1 民間プローブデータを用いた需要交通量推計手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後は、交差道路の影響の反映等の現地状況を反映し

た推計手法の検討や、連続する渋滞交差点を同時に改良

する場合における需要交通量算出手法等、実務上の適用

性向上にむけた検討が必要である。 
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項目 渋滞長手法 旅行速度（民間プローブデータ)手法

ボトルネック通過交通量(台/時)＋超過交通需要量
(台/時)

同左

超過需要交通量は、交差点を通過出来ずに渋滞と
なって、滞留している交通量(捌け残り交通量)

同左

時刻 i-1 から i において、渋滞区間に存在する交通
量の変化分を、時刻 i の超過交通需要とする。

同左

渋滞長の変化に着目
ボトルネック通過交通量と渋滞区間の旅行速度の変
化に着目

時刻i-1とiのうち渋滞長が長い区間
時刻 i-1 と i のうち渋滞区間(速度20km/h以下)とな
るDRMLINKの長い区間

渋滞長 実測値を利用(10分間隔：1日) －

断面交通量 － 実測値(10分間隔：1日)

区間旅行速度 － 民間プロデータ(15分間隔：任意期間)

渋滞区間交通密度
106(台/km)(関東地整130箇所の調査結果、車頭間
隔9.4mより設定)

非渋滞区間交通密
度

一定：33(台/km)
(平均車頭間隔30mと仮定して設定)

10分間隔(実測値) 15分(交通量は10分値を15分値に変換)

△ 交差点が連続する都市部では正確な渋滞長観測
が困難、需要交通量予測が困難

○ 交差点が連続する都市部においても渋滞長に比
較して精度の高い予測が可能

△渋滞長の観測が必要、調査費用もかかる ○渋滞長の観測が不要であり、調査費用が安価

△ 交通密度に実測値を用いていないため地域差が
反映できない

○ 交通密度は交通量実測値と旅行速度から、地域
特性を反映して算出

△ 調査区間の年間を代表できる日に渋滞長観測が
必要

△ 調査区間の年間を代表できる日に交通量観測が
必要

超過需要交通量の考
え方

着目する現象

K=Ｑ／V(台/km)
(交通量、交通密度、旅行速度の関係式をもとに算
出)

需要交通量の考え方

ボ
ト
ル
ネ

ッ
ク
に
お
け
る
需
要
交
通
量
の
考
え
方

手法の特徴

 民プロデータと交通量を利用した算出方法は、渋滞長調査に基づく需要交通量の算出手法と同等以上の
精度で、かつ、安価に需要交通需要の予測が可能

推計間隔

実
測

既
存
デ
ー

タ

利
用
デ
ー

タ

交通量算出対象とする
渋滞区間


